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はじめに 

 

 

平成１０年度に策定した吉富町行政改革大綱に基づく第８次吉富町行政改革実施

計画(令和元年度から令和３年度までの３箇年計画)は、本年度をもって計画期間が終

わります。 

本町では、これまで、国の地方分権改革が急速に進む中、簡素で効率的な政府を実

現するための行政改革の推進に関する法律(平成１８年法律第４７号)に基づく行政改

革を総合的かつ継続的に取り組んできたところであります。 

しかしながら、少子化による急速な人口減少と高齢化という未曾有の危機に直面し、

国・地方を取り巻く環境は著しく変化しており、厳しい財政状況が依然として続いて

おります。 

一方では、住民ニーズや地域の課題は多様化・高度化しており、このような厳しい

環境の中で、自らの責任において、社会経済状況の変化に柔軟かつ弾力的に対応でき

るよう体質を強化し、自治体を経営していかなければなりません。そのためには、行

政全般について不断の点検を実施しつつ、計画的に行政改革に取り組む必要がありま

す。 

これらを踏まえ、今回第８次実施計画の終了年度を迎え、更なる行政改革の推進に

向け、ここに第９次実施計画(令和４年度(２０２２年)から令和６年度(２０２４年)ま

での３箇年計画)を策定しました。この計画に基づく行政改革を確実に推進し、町民の

期待と信頼に応えられる町政の実現を目指します。 

 

 

計画実施にあたっての基本的事項 

 

１ 計画実行にあたっては町民の視点に立った行政サービスの確立を図るとともに、

町民の理解と行政への参画を推進しながら、協働のまちづくりを実現します。 

 

２ 行政改革は、組織や職員のための改革ではなく、あくまでも町民のための 改革

であるという認識のもと、効率的で信頼される行政運営を確立するため、職員一人

ひとりが努力し、確実に目標の実現に向け実行します。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

第 ９ 次 吉 富 町 行 政 改 革 実 施 計 画 

１ 事務事業の見直し関係 （１）事務事業の整理合理化 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 主担当課 
実 施 計 画 

令和 4 年度 
(2022 年) 

令和 5 年度 
(2023 年) 

令和 6 年度 
(2024 年) 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員提案制度の

推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様々な業務の改革・改善が日常的になされ

るような職場風土にするため、職員提案制度

を導入し、町政全般に対する職員からの提案

（職員提案）と各課単位での事務改善（事務

改善）の２本立てで実施する。顕著な実績を

あげたものについては、表彰を行うなど職員

のモチベーションアップも目指す。 

係主導にて年２回「１課１事務改善チャレ

ンジ」の取組を実施する。 

総務財政課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事務改善 

各課年２項

目 

 

・職員提案

募集及び表

彰、年１回 

 

 

 

 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 組織・機構関係 （１）時代に即応した総合的、機能的な組織・機構の見直し 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 主担当課 
実 施 計 画 

令和 4 年度 
(2022 年) 

令和 5 年度 
(2023 年) 

令和 6 年度 
(2024 年) 

２ 

 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

 

 

効率的・効果的な

組織機構の構築 

 

 

 

 

 

コロナ禍において、限られた人的資源や予

算の重点的かつ効率的な活用を図るために、

行政需要に柔軟に対応した組織機構となる

よう見直しを行う。 

 

総務財政課 

 

 

 

 

 

 

課題の洗い

出し 

（事務の棚

卸し） 

改善検討 

 

条例改正 

（必要な場

合） 

 

 

 

実施 

検証 

課題の洗い

出し 

 

 

 

  



 
 

３ 定員及び給与関係 （１）定員管理の適正化 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 主担当課 
実 施 計 画 

令和 4 年度 
(2022 年) 

令和 5 年度 
(2023 年) 

令和 6 年度 
(2024 年) 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員配置及び定

員管理の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

限られた職員数で最大の行政効果を発揮

し、多様化した町民ニーズに適切に対応でき

るようにするため、事務の効率化を図るとと

もに、職員配置や定員管理の適正化を推進す

る。 

総務財政課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事務事業

の現状調

査、適正数

の検証 

・条例改正 

（必要な場

合） 

 

 

 

運用 

検証 

改善 

 

 

 

 

 

 

 

運用 

検証 

改善 

 

 

 

 

 

 

 

４ 職員の育成・確保関係 （１）人材育成の推進 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 主担当課 

実 施 計 画 

令和 4 年度 

(2022 年) 

令和 5 年度 

(2023 年) 

令和 6 年度 

(2024 年) 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多様な手段によ

る人材育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

多様な研修手段をとおして様々な視点か

ら職員のスキルアップを図る。 

従来の研修所での研修に加え、インターネ

ット等を活用した研修や、メンター制度の導

入を検討するなど多様な手段による人材育

成の仕組みを構築する。 

 

※ メンター制度…新人職員や若手職員を

対象に年齢の近い先輩職員が仕事面の

みならずサポートすること。 

総務財政課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討 

試験的導入 

検証 

 

 

 

 

 

 

 

本格実施 

検証 

改善 

 

 

 

 

 

 

 

継続 

検証 

改善 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

 

 

若手職員による

横断的プロジェ

クトの実施 

 

 

 

若手職員による横断的プロジェクトを立

ち上げ、イベントやボランティア事業などの

企画運営を行う。同年代の繋がりを深め達成

体験を得るとともに、企画力、計画性などを

自らの力で養い、業務に役立てる。 

未来まちづ

くり課 

 

 

 

 

 

検討 

試験的導入 

検証 

 

 

 

本格実施 

 

 

 

 

 

継続 

 

 

 

 

 

５ 行政の情報化等行政サービスの向上関係 （１）窓口等における対応の改善と行政サービスの総合化 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 主担当課 
実 施 計 画 

令和 4 年度 
(2022 年) 

令和 5 年度 
(2023 年) 

令和 6 年度 
(2024 年) 

６ 

 

 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

 

 

 

各種手続き等に

おける押印廃止

の推進 

 

 

 

 

 

住民の申請手続き等の簡素化を図るとと

もに、電子決裁による事務の効率化や将来的

な電子申請等にも対応可能となるよう、各種

申請手続きにおける書類への押印廃止を推

進する。 

総務財政課 

 

 

 

 

 

 

 

課題抽出 

廃止項目検

討 

 

 

 

 

実施 

検証 

 

 

 

 

 

継続 

 

 

 

 

 

 

７ 

 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

 

 

収納方法の拡充 

 

 

 

 

 

 

徴収事務の効率化、迅速化、納付者の利便

性向上を促進するため、セルフ収納機の設

置、ＱＲコード納付の開始。これら収納方法

の拡充について周知を図る。 

税務課 

 

 

 

 

 

セルフ収納 

機導入 

 

 

 

 

ＱＲコード

納付開始 

 

 

 

 

運用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

５ 行政の情報化等行政サービスの向上関係 （３）情報システムやネットワークの活用 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 主担当課 
実 施 計 画 

令和 4 年度 
(2022 年) 

令和 5 年度 
(2023 年) 

令和 6 年度 
(2024 年) 

８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治体ＤＸの推

進（暮らしのデジ

タル化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民サービス向上のため、国が進める方針

に則り、デジタル機器に不慣れな方にも配慮

しながら、納税や各種手続などの暮らしのデ

ジタル化を積極的に進める。また、加速する

情報化社会に対応するため、ツイッターやイ

ンスタグラムなどのＳＮＳを活用した情報

発信を継続して行う。 

※ＤＸ（デジタルトランスフォーメーショ

ン）…住民サービスの向上を主な目的とし

て、デジタル技術を用いて新しい価値を生

み出したり、仕組みを変えること。 

総務財政課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組事項の

洗い出し・

検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

導入 

運用 

検証 

新たなシス

テム導入検

討 

 

 

 

 

 

運用 

検証 

新たなシス

テム導入検

討 

 

 

 

 

 

 

７ 経費の節減合理化等財政の健全化関係 （１）経費全般についての節減合理化と予算の厳正な執行 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 主担当課 
実 施 計 画 

令和 4 年度 
(2022 年) 

令和 5 年度 
(2023 年) 

令和 6 年度 
(2024 年) 

９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設の管理

及び事務事業の

指定管理者・民間 

委託・民営化への

再検討 

 

 

 

 

公共施設の管理及びすべての事務事業に

ついて、施設の活用方法や事業の状況を再度

整理した上で、改めて民間委託や指定管理者

の導入等を検討する。 

総務財政課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・施設 

指定管理等

の可能性検

討 

・事業 

委託可能事

業の選出 

（事業の棚

卸し） 

・施設 

個別施設指

定手続 

 

・事業 

委託実施 

検証 

 

 

・施設 

運用開始 

 

 

・事業 

継続 

検証 

 

 



 

 

 

 

１０ 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

 

水道施設の改良 

 

 

 

 

 

水道施設統廃合事業として、第２(幸子)浄

水場から第３配水池への直接送水及び第３

配水池から町内全域へ配水するよう改良す

る。 

 

上下水道課 

 

 

 

 

 

計画 

及び着手 

 

 

 

 

実施 

 

 

 

 

 

完了 

 

 

 

 

 

７ 経費の節減合理化等財政の健全化関係 （２）税収納率の向上等自主財源の確保 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 主担当課 
実 施 計 画 

令和 4 年度 
(2022 年) 

令和 5 年度 
(2023 年) 

令和 6 年度 
(2024 年) 

１１ 

 

 

 

 

 

 

継続 

 

 

 

 

 

 

基金の運用方法

の見直し 

 

 

 

 

 

町が保有する基金について、現行の金融機

関への預入に加え、国債や地方債等の安全な

資産運用を行うことで、町政運営に必要な財

源を効率的に生み出せるよう、管理及び運用

方法について見直しを行う。 

検査会計室 

 

 

 

 

 

 

導入開始 

 

 

 

 

 

    

運用 

 

 

 

 

 

 

運用 

 

 

 

 

 

 

１２ 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

公共物への有料

広告の掲出 

 

 

 

 自主財源の確保に努めるため、広告の導入

が可能な公共物を選定し、新たな広告媒体と

して活用する。 

未来まちづ

くり課 

 

 

 

広告施設・

方法検討 

 

 

 

広告公募 

ネーミング

ライツ検討 

 

 

公募 

 

 

 

 

１３ 

 

 

 

 

 

 

変更 

継続 

 

 

 

 

 

ふるさと応援寄

附金の増収 

 

 

 

 

積極的な広告、魅力的で多様な返礼品を準

備することで、ふるさと吉富応援寄付金の増

収を図る。 

あわせて、町の取り組みに賛同していただけ

る企業に対して企業版ふるさと納税の営業

を進める。 

未来まちづ

くり課 

 

 

 

 

 

4000 万円 

 

 

 

 

 

 

5000 万円 

 

 

 

 

 

 

6000 万円 

 

 

 

 

 

 



 
 

１４ 

 

 

 

 

 

継続 

 

 

 

 

 

未利用町有地の

有効活用及び処

分 

 

 

 

未利用の町有地について、都市計画に基づ

き売却・貸付など具体的な活用方針を定め

る。売却すべき土地についてはインターネッ

トオークションなど多様な視点から検討し、

費用対効果の大きな手法を選択する。 

建設課 

 

 

 

 

 

新たな売却

方法の検討 

売却実施 

 

 

 

売却実施 

貸付地の検

証 

 

 

 

売却・貸付

実施 

 

 

 

 

１５ 

 

 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

 

 

 

産業振興におけ

る官民連携の強

化 

 

 

 

 

 

税収やふるさと納税の増収につなげるた

め、官民連携の強化による産業振興を図る。 

・農水産物の産地化、６次産業化による農業

者の所得向上に取り組む。 

・農商工連携による地域産業の活性化を図

る。 

・ふるさと納税の返礼品登録を行い、税収の

増加を図る。 

地域振興課 

 

 

 

 

 

 

 

5 事業所 

(連携事業所数) 

 

 

 

 

 

 

10 事業所 

(連携事業所数) 

 

 

 

 

 

 

15 事業所 

(連携事業所数) 

 

 

 

 

 

 

８ 会館等公共施設関係 （１）既存施設の有効活用 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 主担当課 
実 施 計 画 

令和 4 年度 
(2022 年) 

令和 5 年度 
(2023 年) 

令和 6 年度 
(2024 年) 

１６ 

 

 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

 

 

 

各公共施設の稼

働率の向上及び

有効活用 

 

 

 

 

 

 

町内に存在する各種公共施設について、そ

の目的にふさわしい内容で活発な利用がな

されるよう、企画、広報、事業展開を絶えず

行うとともに、施設の利用申請がしやすい環

境づくりを行う。 

総務財政課 

 

 

 

 

 

 

 

・注力箇所

の選出及び

具体施策検

討 

・施設活用

のためＰＲ

実施 

 

活用施策の

実施 

 

 

 

 

 

 

指定管理者

等と連携し

た活用展開 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

１２ その他の関係（行政改革大綱に掲げる主要事項以外の事項） 

番号 区分 項  目 実 施 概 要 主担当課 
実 施 計 画 

令和 4 年度 
(2022 年) 

令和 5 年度 
(2023 年) 

令和 6 年度 
(2024 年) 

１７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民と行政の協

働によるまちづ

くりの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まちづくりへの住民参画・協働を推進する

ため、まちづくりのパートナーである町民や

団体等の活動支援や交流機会の創出を行う

とともに、地域の個性や資源を活かし、住民

が主体的な関わりを持ってもらうことで郷

土愛を深め、魅力あるまちづくりを進める。 

「アダプトプログラム」などの実施も検討す

る。 

※アダプト・プログラム (英語：Adopt program) は、市

民と行政が協働で進める清掃活動をベースとしたまち美化

プログラム。アダプト (Adopt) とは英語で「○○を養子に

する」の意味。一定区画の公共の場所を養子にみたて、市民

がわが子のように愛情をもって面倒をみ（清掃美化を行い）、

行政がこれを支援する制度。一部地域ではアドプト・プログ

ラムと表記している。出典: 『ウィキペディア』 

未来まちづ

くり課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アダプト・

プログラム

登録数 

１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アダプト・

プログラム

登録数 

１６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アダプト・

プログラム

登録数 

１８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化対策

の実行及び省エ

ネ化の推進 

 

 

 

 

 

各種施設等において、省エネ化を推進し、

経費削減に努めるとともに、廃棄物の減量

化、省資源化などにも取り組むことで、温室

効果ガス排出削減目標の達成を目指し、持続

可能なまちづくりを進める。 

 

※ 令和３年度末数値見込  

621,058 kg-CO2 

住民課 

 

 

 

 

 

 

 

 

609,993 kg-

CO2 

 

 

 

 

 

 

 

584,013kg- 

CO2 

 

 

 

 

 

 

 

558,033kg-

CO2 

 

 

 

 

 

 

 

 


